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１．概 要 

本仕様書は、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所

が発注する「乗用自動車交換購入」に適用するものである。 

納入車両は下記に定める各項目を満足し、操縦性能が良好であって、その使用に

対し十分な耐久性を有するものとする。また、納入車両は運輸省令昭和２６年第６

７号（以降の改正分を含む）「道路運送車両の保安基準」に適合し、納入後直ち

に公道の走行が可能なものとする。 

なお、本仕様書に明記されている数値は標準の設計値とし、ここに明示されてい

ないものについては、発注者と受注者が協議のうえ決定するものとする。 

 

２．車種及び数量  乗用自動車（ハイブリッド車） ミニバンタイプ １台 

 

３．環境性能 

(1)「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」第６条第１項の規定に

基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（令和７年１月２８日変

更閣議決定）（以下「基本方針」という。）に定める特定調達品目の判断基準の

うち、「１３．自動車等」の基準を満たすものであること。 

(2)「低排出ガス車認定実施要領」（平成１２年運輸省告示１０３号）の基準のう

ち、平成３０年排出ガス基準５０％低減レベル以上又は平成１７年排出ガス基

準７５％低減レベル以上のものであること。 

(3)「乗用自動車のエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消費機器等製造

事業者等の判断の基準等」（平成２５年３月１日経済産業省・国土交通省告示

第２号）の基準のうち、２０３０年度燃費基準値８０％以上達成車かつ令和２

（２０２０）年度燃費基準値以上のものであること。 

 

４．主要諸元 

(1)車両寸法 

全 長 ４，６９０mm 以上   

全 幅 １，６９５mm 以上   

全 高 １，８４０mm 以上   

(2)最低地上高          １３５mm 以上 
(3)室内寸法 

室内長 ２，８０５mm 以上   

室内幅 １，４７０mm 以上   

室内高 １，４００mm 以上   

(4)車両重量 ２，０００kg 以下   

(5)乗車定員                ７人以上   

 ５．車体 

  (1)総排気量       ２，０００cc未満   

  (2)使用燃料            無鉛レギュラーガソリン 

 (3)変速機             ＡＴ（ＣＶＴなどＡＴ免許で運転可能なものを含む） 

  (4)駆動方式       前輪駆動 



 (5)車体色              塗装はメーカーの標準仕様とし、塗色は契約時に当所担当

職員が指定するものとする。 

 

６．装備品及び付属品 
① エアコン １式 

② ナビゲーションシステム 

（VICS対応、バックビューモニター付、AM/FMラジオ装備、           

TV受信機能無（ＴＶ視聴できないよう処理を施したものでも可）） 

１式 

 ※ナビ利用に料金が発生するものは不可  

③ ＥＴＣ２．０車載器（ナビ連動型、セットアップ作業含む。） １式 

④ ドライブレコーダー（前方・後方撮影、ナビ連動型） １式 

⑤ パワースライドドア（両側） １式 

⑥ フロアマット（全席）、ラゲージマット １式 

⑦ サイドバイザー １式 

⑧ 停止表示板 １式 

⑨ 標準工具 １式 

⑩ スペアタイヤ（ホイール付、純正サイズ）  

※スペアタイヤの設定が無い場合はパンク応急修理キットで可 

１式 

⑪ 取扱説明書 １式 

⑫ その他標準装備品 １式 

 

 ７．登録等 

受注者は、納入に際して、道路運送車両法及び自動車の保管場所の確保等に関す

る法律による法的手続きの一切を代行するものとし、これらに要する費用について

は本契約に含むものとする。 

また、自動車重量税法による自動車重量税、使用済自動車の再資源化等に関する

法律（以下「自動車リサイクル法」という。）に係るリサイクル料金の納付及び自

動車損害賠償補償法による自動車損害賠償責任保険の契約は受注者が行うものとす

る。 

 

８．自動車重量税及び自動車損害賠償責任保険 

車両登録時に必要な自動車重量税及び自動車損害賠償責任保険は次のとおりとす

る。 

自動車重量税 自家用乗用自動車  ３年 

自動車損害賠償責任保険 自家用乗用自動車 ３７カ月 

 

９．検 査 

発注者は、納入時に、納入車両の寸法、外観、装備品及び付属品等を検査するとと

もに、運転装置及び各装置の全般的な機能についても検査するものとする。 

なお、発注者が必要と認めた場合には他の検査を追加することができる。 

検査に要する器具及び人員等については、受注者において準備するものとし、これ

らに要する費用は受注者の負担とする。 

 



10．保 証 

納入後、１箇年以内に設計製作上の欠陥によるものとみなされる故障が発生した場

合には、受注者は無償で修理を行わなければならない。ただし、メーカー等が定めた

保証期間が１箇年以上にわたる場合は当該保証期間を適用する。 

特に重大な故障等が発生したときは、上記期間経過後であっても、発注者と受注者

が協議のうえ、受注者に無償で修理を行わせることができる。 

 

11．納入場所及び納入期限 

(1)納入場所 

神奈川県横須賀市長瀬３－１－１ 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所 

(2)納入期限 

令和８年７月３０日まで 

 

12．下取り車両 

(1) 発注者が所有する以下車両１台を下取り車両として受注者に引き渡すものと

する。 

引渡場所 上記11．(1)と同じ 

車両名 トヨタ エスティマ 

型 式 ＤＢＡ－ＡＣＲ５５Ｗ 

登録番号  横浜３０２ た ５２９０ 

車台番号 ＡＣＲ５５ －７００３２５０ 

初年度登録年月 平成１８年３月 

排気量 ２．３６L 

車両重量 １，７７０㎏ 

車検有効期限 令和９年３月２８日 

走行距離 

（ R7.7.31現在） 
１７２，０１５km 

 

(2) 下取り車両の引き渡しは、原則、上記９．の納入車両の検査合格後とする。 

(3) 受注者は、引き渡しを受けた下取り車両について、一時抹消登録及び自動車

賠償責任保険の解約を行い、抹消登録証の写し及び自動車損害賠償責任保険

証明書を発注者に提出するものとする。一時抹消登録証明書において、当該

車両の所有者を発注者から受注者に変更すること。これらにかかる費用は受

注者の負担とする。自動車損害賠償責任保険の解約返戻金については、受注

者は発注者が下取り車両を引き渡した後に別途発行する請求書により、所定

の期限までに当所指定の口座へ振り込まなければならない。 

    (4)下取り車両については、自動車リサイクル法第７３条に基づく再資源化預託金等

及び資金管理料金（以下、「リサイクル料金等」という。）を以下のとおり預託

済みである。 

登録番号 再資源化預託金等 資金管理料金 備考 

横浜 302 た 5290 15,120円 380円 平成18年3月29日 



上記の再資源化預託金等に相当する額については、乗用自動車交換購入費用と相殺

するため入札価格に含めるものとする。 

なお、預託証明書（リサイクル券）は下取り車両の引き渡し後に受注者へ引き渡す

こととする。 

(5)受注者は発注者より下取り車両を受領した際、交換物品受領書（別添）を発

注者に提出するものとする。 

 

13．その他の事項 

(1)製造期日等の指定 

納入車両は、納入期日前１箇年以内に製造されたもので、新品でなければならな

い。 

(2)下取り車両に付属する機器等については、引き渡しの対象とする。 

  (3)ナビゲーションは受注者にて設定し、正常に使用できる状態にすること。 

    ＴＶ（ワンセグを含む）が視聴可能な機器である場合は、アンテナを接続し

ない等によりＴＶを視聴不可能な状態にすること。 

  (4)ＥＴＣ車載器のセットアップは受注者にて行うこと。 

  (5)発生した物品等については、受注者の責任において適正に処分すること。 

(6)暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置 

① 受注者は、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを

拒否すること。また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行う

とともに、捜査上必要な協力を行うこと。下請負人等が不当介入を受けたこ

とを認知した場合も同様とする。 

② ①により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにそ

の内容を記載した書面により発注者に報告しなければならない。 

③ ①及び②の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を

講じることがある。 

④ 暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被

害が生じた場合は、発注者と協議しなければならない。 

(7)本仕様書に記載なき事項について疑義が生じた場合は、両者協議のうえ決定す

るものとする。 

 

 

以 上 

  



（別添） 

 

 

交  換  物  品  受  領  書 

 

 

 

令和 年 月 日 

 

 

 
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所  

財産管理役 港湾空港技術研究所長 殿  

 

 
受注者 住 所 

 名 称 

 氏 名 

 

 

 

 

令和 年 月  日第  号で契約した「乗用自動車交換購入」に基づき、
下記の交換物品を受領しました。 

 

 

 

記 

 

 

       １．交 換 物 品 （品  目)  乗用自動車 

                （車両名） トヨタ エスティマ 

                （数  量） １台 


